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ロイヤルティの配分

―― 早稲田大学の職務発明制度に

関する取り組みの概要についてご説明

ください。

勝田 1999年に、産学官研究推進セン

ター（承認TLO※1／当時、教務部学外

連携推進室）は、「大学等技術移転促進

法」に基づき技術移転機関として承認

を受け、特許化、技術移転活動を推進し

てきました。また、2003年には、大学にお

ける知財の戦略的な創出、取得、管理、

活用体制の整備推進を目的に、文部科

学省の委託事業として知的財産本部を

設置しており、現在、ここが中心となって、

大学における知財にかかる
取り組みと職務発明制度の問題
早稲田大学は、他大学に先駆けて技術移転機関としての承認を受け、技術移転活動、知的財産管理等を積極的に展開してきた。
また、昨年7月には、文部科学省の委託事業である「大学知的財産本部整備事業」の採択を受け、学内に知的財産本部を設置した。
同大学で実務に当たられているお三方に、大学における職務発明制度のあり方、課題について、おうかがいした。

知財にかかる事業を推進しています。

―― 職務発明の権利についてはどの

ように扱われているのでしょうか。

勝田 2000年5月に職務発明規程を制

定しています。「教職員が行った発明に

つき、発明者の権利を保障し、発明およ

び研究意欲の向上を図る」を目的とし、

また権利の帰属については「大学は、職

務発明に係る知的財産権の全部または

一部を承継し、これを所有するものとす

る。ただし、特別の事情があると大学が

認めるときは、発明者に帰属させること

ができる」とする内容です。

―― 個人発明として認める可能性も

あるということでしょうか。

勝田 原則的には、研究のプロセスで生

じた発明はすべて大学に報告してもら

い、審査を経て大学が承継することになっ

ています。受託研究※2の発明について

も同様で、権利の割合に重みは付けま

すが、大学が承継します。

手続きのフローとしては、月1回、発明

審査委員会を開催し、外部の専門家と

して、ここにいらっしゃる弁理士の牛木

先生などにもご参加いただいて、技術評

価をします。そこで価値があると判断す

れば、理事会にかけ、大学が権利を承継

するという流れです。発明審査委員会

では、1回につき約20件について議論し

ていますが、最近、増加傾向にあります。

※1 TLO［technology licensing organization］：技術移転機関。大学の研究者の研究成果を発掘・評価し、特
許化および企業への儀中地点を行う法人で、いわば大学の「特許部」を果たす機関。

※2 受託研究：企業から依頼された課題に取り組み、企業の研究開発を支援していく研究。
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―― 発明の対価は、どのように設定さ

れているのでしょうか。

勝田 金額ごとのロイヤルティ※3の配分

を規定しています。実は配分の比率に

ついて、発明者の側に重みを付け過ぎ

ているのではないか、との意見もあるの

ですが、今のところ、収入の15％を管理

費として控除した上で、残余金額が200

万円以下については、発明者と大学とで

7対3、200万円以上1,000万円以下は5

対5、1,000万円超過分については4対6

という割合です。

―― 外部からの研究開発投資の現状

は。

勝田 早稲田大学の産学連携は高く評

価していただいており、外部からの資金

が相当入っています。企業からの受託

のほか、科研費※4なども含めた競争的研

究資金※5が年間20億円から25億円入っ

ています。研究を進めるに当たっては、

本学理工総研が用意している契約書の

ひな型をベースに交渉して、契約を交わ

すことを義務付けています。また、1,000

万円以上の契約金額のプロジェクトにつ

いては、それとは別に、研究内容に関し

て、全学のガイドライン委員会の審査を

通すことになっています。このように、金

額に応じたハードルを設けているわけで

す。

―― 事後的なトラブルが発生する余

地は、まずないということでしょうか。

勝田 それでもプロジェクトの不履行と

いったリスクがあることは否定できない

わけで、そのリスクについていかに対処

するか、現在、理工総研に委員会を設け

て議論しているところです。一つは、保

険をかけるという方法があるでしょう。

―― 研究開発投資と研究成果とをリ

ンクさせるというお考えは。

勝田 本学には助手まで含めて教職員

が1,500人ほどいますが、それに対して、

個人研究費とプラス特定課題で一人当

たり年間80万円から100万円ほどのお金

が自動的に支払われています。つまり、

トータルでは、外部資金とほぼ同規模

で、大学内部の研究開発投資が行われ

ているということです。現在、科研費の応

募と個々の業績を結び付けて研究費を

配布することを検討しています。年間の

業績を報告してもらい、その研究成果を

次の年の個人研究費に反映することを

考えているわけですが、それに対して、

文系学部の先生などの間では反対意見

もあります。「大きい著作を仕上げるまで

に10年を要することもある。毎年切り刻

んで成果が現れるものではない」といっ

た理由をもって反対される方がいます。

なかなか難しいところではありますが、

われわれとしては、やはり外部の競争的

資金との連動なり、成果主義を取り入れ

たいと考えています。

―― 大学教授は、これまで特許より論

文という意識が強かったということを聞

きますが、変化は見られますか。

勝田 工学系の先生方はかなり興味を

示されるようになっていますが、私が見

る限り、理系と文系との間に温度差があ

り、また理系の中でも、理学と工学の間

に温度差があります。特許という仕組み

から、致し方ない面もあるでしょう。しか

し、文系にも、例えば計量経済学のソフ

トを開発されているような方がいるわけ

で、それを知財として扱うなど、視点を変

えれば、文系の学部も宝の山なのかもし

れません。

橋本 私たち研究推進部の役割は、ま

ず先生方に研究成果を知財として権利

化することの意義を理解していただくこ

とです。もちろん研究は自由であるべき

ですし、100人が100人ともに同じ理解を

共有していただくのは難しいでしょう。し

かし、そういった状況を踏まえても、早稲

田大学の自由闊達な校風を活かすため

には、積極的に取り組もうとされる先生

が、できるだけ動きやすい環境を整備す

ることが重要になると思っています。

大学における係争の可能性

―― 最近、職務発明制度をめぐる裁

判で、多額の対価の支払いを命じる判

決が続いています（3頁・資料2参照）。大

学のお立場からはどのようにご覧になっ

ていますか。

勝田 これまで特許にあまり興味を示さ

れなかった教職員には、インパクトが強

かったのではないかと思います。ただ私

としては、対価の額の妥当性には疑問

があります。そもそも裁判で処理できる

性格のものなのか。裁判は証拠に基づ

いて争うわけで、被告側の企業は、基本

特許の内容は開示しても、事業化のた

めに固めていった応用特許、防御特許、

ノウハウは訴訟の場に出したくないもの

もあるはずで、いきおい原告に有利な判

決になりがちではないでしょうか。

―― 国会で特許法の改正案（3頁・資

料3参照）が提出されました。

牛木 改正法案を見ますと、現行法の

仕組みを活かしつつ、労使の主体的な

取り決めをより重視するかたちです。こ

れについて、訴訟の歯止めになる、とす

る論者もいれば、労使がなかなか合意

に至らず、結局は、裁判所の判断を仰ぐ

ケースが頻発するだろう、という論者もい

らっしゃいます。両論ありますが、私は、

今までの規定より一歩前進であり、ある

程度、訴訟の歯止めになると思います。

ただ大学ということに関して言えば、一

般企業とは違う環境にあるわけで、今回
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※3 ロイヤルティ［Royalty］：ライセンスによる特許の実施承諾に対して支払う対価、
報酬、特許権料。従来、大学の研究者の研究成果は、研究者と密接な関係にあ
る一部の企業等に譲渡・特許取得され、研究者に還元される対価は謝礼金のみ
等、特許の取り扱いが適正とは言い難かった。現在TLOを経由して技術移転を行
い、「ロイヤルティ」が研究者に還元され、新たな研究開発に結び付く、好循環が
生まれる可能性が出てきている。

※4 科研費：科学研究費補助金のこと。大学などにおける科学研究の助成を目的と
して文部科学省から交付される補助金。

※5 競争的資金：資金配分主体が、広く研究開発課題を募り、提案された課題の中
から、専門家を含む複数の者による、科学的・技術的な観点を中心とした評価に
基づいて実施すべき課題を採択し、研究者等に配分する研究開発資金をいう。



のライセンスを外部に供与したり、特許を

売却したりするとき、きちんと契約を交わ

すということに尽きると思います。

―― 職務発明の紛争が裁判に馴染ま

ないとすれば、法学部と連携するなどして、

学内でADRを実施すれば、自治的に処

理することも可能なのではないでしょうか。

牛木 発明者と大学との合意は最重要

事項ですから、発明審査会の規定でも、

職務発明が特許として認定されなかっ

た場合、不服を申し立てる機会を設けて

います。とはいえ、ライセンス収入の配分

比率は決めていますが、絶対額につい

ては、大学が一元的に企業と交渉して、

発明者はタッチできないわけです。そのよ

うな苦情処理を引き受け、学内でコミュ

ニケーションできる何らかの場を用意し

てもよいのではないか、個人的にはその

ように考えます。

勝田 学部間の連携ということでは、法

科大学院の先生との間で、学生がTLOや

知財本部に入って、リーガルクリニック※6を

行うというカリキュラムを考えています。

それを発展させる方法が考えられるか

もしません。

―― 学生による発明についてはどの

ように扱われていますか。

勝田 現在の発明規程で扱っているの

は助手までですが、外部資金を取ってい

る教職員が大学院生を助手やリサーチ

アソシエイトとして使い、報酬を与えてい

ることがあり、ファイナンシャルのサポート

をしていることもあります。実際、発明の

届出のうち何割かは、学生が貢献したも

のです。そのような場合、一種の職務発

明として学生が権利を持つことを承認で

きることにしています。ただ理工学部は、

グループを組んで研究しますので、学生

単独の発明ということはほとんど皆無で

す。教職員が与えたテーマがきっかけ

になるため、大抵、教職員とともに発明の

報告をしてくることになります。

牛木 先日、米国のスタンフォード大学

やカリフォルニア州立大学バークレイ校

を視察しましたが、そこでは教職員や学

生との間で契約を取り交わしていました。

勝田 米国では、学生が大学院の研究

室に入るとき、大学と契約を結び、守秘

義務に拘束されます。われわれとしても、

ある企業の受託研究にかかわった学生

が、その後、競合他社に就職するといっ

たことから係争が生じる可能性を考え、

米国のような制度を導入できないか検討

しているところです。

―― 今回の巨額な発明の対価の判決

について、学生はどのように受け止めて

いるのでしょうか。

勝田 共鳴を示す学生はいます。理系

の学部は、企業との信頼関係による大学

推薦が主体でしたが、最近、学生の就職

は自由応募が増えています。そのとき、

プロ野球の契約金のように、発明した学

生に契約金が出る仕組みが出てくると

すれば、おもしろいと思いますが。

―― 米国のようにリスクを負って自ら

起業するような意識が弱いのでしょうか。

勝田 早稲田大学は、ベンチャーでは全

国最多の成果を上げています（資料参

照）。政府は「大学発ベンチャー1,000社

計画※7」という構想を打ち出しています

が、本学は100社を目標にしており、すで

に50社以上が立ち上がっています。中

には学生が主体になっているものもあり

ます。本学の進取の精神は健在です

が、起業に関しては、文系の学生の方に

意欲的な傾向があるようです。

独立行政法人との競争

―― 今後の取り組み、課題についてう

の改正の折、教育機関は一般の民間企

業の発明と一律には扱うことができない

旨を明確にして、できれば別途、基準を

設けていただきたかったと思っています。

今後、ますます大学の経営は厳しさを

増していくと思われますが、その中で、も

しあのような訴訟が頻発するようなこと

にでもなれば問題です。特に大学の場

合、教育にも影響が出ますから、経営を

不安定にする訴訟は極力避けなければ

なりません。幸い今のところはないものの、

将来にわたって皆無であるとは言い切

れません。もちろん研究者に対する励み

という観点からは、できる限りのインセン

ティブは与えていくべきだとは思いますが。

―― 大学に対して同様の判決が下る

可能性についてはいかがお考えですか。

牛木 大学は一般の企業とは違います

から、一連の判例がそのまま当てはまる

ことはないと思います。大学で想定でき

るケースとしては、例えば、ある先生が早

稲田大学に在籍中に発明をして大学の

名で特許を得た後、他大学に移った。ラ

イセンスを受けたときは、確かに規定の

ロイヤルティで納得したものの、その後、

大学の交渉があまりにも弱腰で、ライセ

ンス収入が予測していた額より大幅に

少なかった。自分のコネクションで交渉し

ていればもっと好条件だったはずだ、と

か、大学が勝手に権利を売却してしまっ

た、というようなケースの訴えがあり得る

でしょう。対策としては、譲り受けた特許
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※6 リーガルクリニック：臨床法学教育。学生は、弁護士教員とともに、さまざまな法
的問題を抱えた依頼者と接し、そこで弁護士がどのように仕事をしていくのか、法
律家の心構えや考え方、責任のとらえ方などを学ぶ。研究と実務を両立し、最先
端で最良の法サービスを提供しながら学生が各々目指す専門分野を学ぶ。

※7 大学発ベンチャー1,000社計画：わが国の産業競争力を強化し経済活性化を図
る観点から、大学等における研究成果の事業化を積極的に努めていく方針を示
したもので、平成14年度から16年度までの3年間に大学発ベンチャー企業を

1,000社創出するということを目標としたもの。既存の大学発ベンチャー企業の
経営支援として、資金支援や企業設立後の販路開拓支援などが行われている。
また、新規大学発ベンチャー企業の創出に向けての支援措置としては、現状や課
題等に関する啓蒙・普及や大学内のコーディネーターとの連携強化、また、教官と
産業人材の出会いの場（ビジネスパートナーマッチング）の創出、大学発ベンチャー
に対する支援策の紹介などが行われている。

大学別ベンチャー数ベスト10（2004年1月）資料

抜粋：日本工業新聞

順位 大学名 ベンチャー数
1 早稲田大学 50

2 慶應義塾大学 34

3 大阪大学 28

4 東京大学 21

4 京都大学 21

6 東京工業大学 19

7 東北大学 18

8 高知工科大学 17

9 神戸大学 17

10 九州大学 15
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かがいたいと思います。

勝田 さまざまな課題があります。知財

に関するポリシーを決定すること、発明

規程について見直しを図ること、あるい

は、学生を含めた情報のセキュリティ、イ

ンキュベーションの推進もあり、共同研究

や受託研究に関する契約や成果の取り

扱いもさらによい仕組みを追及していき

たいと思います。今、もろもろの取り組み

を進めるための基本指針をまとめる作業

に当たっているところです。

橋本 大学の役割としてMOT※8など知

財にかかわる人材の育成も大切な役割

です。多様な課題がありますが、リスク

の面ばかりに気をとられると、どうしても、

べからず集のような細かい規程を寄せ

集めたものになりがちなはずで、むしろ

ポジティブに研究に取り組むことができ

るような環境を整備しなければならない

という認識を持って、お手伝いさせてい

ただいています。

―― スタートが早いこともあり、契約な

どについて先行しているようですが、独

立行政法人（7頁・註6参照）の動向をど

のようにご覧になっていますか。

勝田 強力なライバルとして大いに注目

しています。一説によれば、授業料収入

より外部資金やロイヤルティの方が多く

なるところも出てくる、とも言われ、それに

対抗するには、われわれもいっそう努力

し、きちんとした枠組みを構築しなけれ

ばなりません。

牛木 その際、発明の権利の帰属とい

う大きな違いについて、どのように考える

のか。国立大学法人の場合、機関帰属

の原則が明確になりましたが、私立の早

稲田大学の場合、職務発明規程で、例

外的に「発明者に帰属させることができ

る」としています。個人的には、それに関

して先生方のコンセンサスを得つつ、再

検討するべきではないかと思います。

―― そもそも大学における「職務」と

は何かという問題があるということでしょ

うか。

橋本 法人化された国立大学の場合、

その役割は、「教育」と「学術研究」だけ

でなく「社会への貢献」の3本柱とされ、

そうでなければ、国から金が入らないと

いうかたちになったため、否応なく意識

変革に迫られています。国立大学はこれ

まで3年かけて徐々に改革を進めてきて

います。研究費についても、できるだけ

傾斜配分していこうとか、一定部分をプー

ルして学内の研究委員会で特定の課題

の研究費を配分するなどのシステムなど

については私学に先んじて動き出して

います。その点、早稲田大学は自由です。

研究を個人的活動と見なし、論文を発表

するだけで満足されている方もいらっしゃ

るでしょう。このままでは、国立大学法人

化した大学に一気に逆転されるかもし

れない。そのような危機感を持っていた

だきたいと思っています。

ただし同時に、2～3年で生まれる発明

は小手先のものになりがちで、10年、20

年かけなければ実現しないものもあるこ

とも事実で、長い流れで見ていく視点も

一方で必要です。

―― 企業は自前で研究開発費を賄う

ことが難しい時代となり、大学への期待

を高めているようです。

橋本 日本企業の共同研究費が米国

に流れている現実があります。それを日

本でうまく循環させるような環境をつくっ

ていかなければならないと思います。

勝田 これまで企業の方に、このように

言われていました。われわれが、日本の

大学に数百万円のオーダーで受託研究

を依頼するのは真剣勝負ではない。そ

の研究でトレーニングを積んだ学生さん

に入社してもらえればよい。真剣勝負を

するときは、数千万、億単位の研究費を

用意して、米国の大学に依頼する、と。

ところが今、そのような意識が様変わり

し、日本の大学に期待するようになり、基

礎研究はお願いする。応用のパテント、

防御のパテントはこちらで取る。そのよう

な役割分担の発想になっています。

―― 産学の連携が進めば、産業界か

らの情報がフィードバックされますね。

勝田 産業界との間で知財が取り持つ

よい循環をつくりながら研究を強化、推

進する。それこそがTLOの意義であり、

知財本部の役割もそこにあります。技術

移転によって得た資金を、次の知財創出

のために活用する、といったサイクルを

しっかりと確立していきたいと考えてい

ます。

読者の皆様のご意見・ご感想をお寄せください。
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